（八王子市）


障害福祉サービス事業者における事故発生時の報告取扱要領

（通則）
第１条　八王子市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（令和３年八王子市条例７３号）第４２条（第４６条、第４９条、第５４条、第８２条、第１００条、第１０４条、第１１９条、第１２２条、第１３５条、第１４３条、第１４６条、第１５８条、第１６１条、第１７６条、第１９１条、第１９６条、第２００条、第２１１条、第２１９条、第２３６条、第２４６条、第２５７条及び第２６４条において準用する場合を含む。）、八王子市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例（令和３年八王子市条例７４
号）第３３条（第５３条、第５８条、第６３条、第７３条、第９０条、第９３条）、八王子市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例（令和３年八王子市条例７５号）第５７条、八王子市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例（令和３年八王子市条例７６号）第４６条、八王子市地域活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例（令和３年八王子市条例７７号）第２０条、八王子市福祉ホームの設備及び運営の基準に関する条例（令和３年八王子市条例７８号）第１８条、八王子市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（令和元年八王子市条例６号）第５３条、第６３条（第８４条、第８５条、第８９条、第９７条、第１０２条）の規定による事故が発生した場合の八王子市（以下「市」という）への報告は、この要領の定めるところによるものとする。

（目的）

第２条　本要領は、施設・事業所のサービスの提供により事故が発生した場合に、速やかに施設・事業所から市に報告が行われ、賠償を含めた事故の速やかな解決及び再発防止に資することを目的とする。
（事故の範囲）

第３条　報告すべき事故の範囲は、原則、次のとおりとする。

一　死亡事故（誤嚥によるもの等）

二　入院を要した事故（持病による入院等は除く）

三 （二以外の）医療機関での治療を要する負傷や疾病を伴う事故

四　薬の誤与薬（その後の経過に関わらず、事案が発生した時点で要報告）

五　無断外出

六　感染症の発生

七　送迎車両の車内への利用者の置き去り事故

八　事件性のあるもの（職員による暴力事件等）

九　保護者や関係者とのトラブル発生が予想されるもの

十　施設運営上の事故の発生（不正会計処理、送迎中の交通事故、個人情報の流出等）

十一　区市町村に虐待通報をした場合（通報した内容等）

十二　その他特に報告の必要があると施設が判断したもの

※ 障害者虐待（疑いを含む）事案については、八王子市への通報義務があります。

※ 事業者側の責任や過失の有無は問いません。
十三　前各号以外で、特に報告を求められた場合

（報告事項等）

第４条　報告事項は、下記のとおりとする。

一　事業所情報
（１）　事業所名・ユニット名

（２）　事業所番号
（３）　サービス種別

（４）　施設所在地

（５）　施設管理者名

（６）　担当者名

（７）　連絡先事故状況の程度

二　利用者氏名
（１）　氏名
（２）　性別
（３）　障害支援区分
三　生年月日等
（１）　生年月日
（２）　年齢
四　障害状況等
（１）　手帳の種類
（２）　障害程度等級
（３）　運賃割引制度
（４）　障害特性
五　事故の概要
（１）　発生年月日
（２）　発生場所
（３）　事故種別
（４）　原因・経緯・状況
六　事故発生時の対応
（１）　発生時の対応
（２）　受診方法
（３）　診断名・診断内容
七　関係機関への連絡
（１）　家族
（２）　実施期間
（３）　その他（病院・警察等）
八　事故後の対応
（１）　事故後の利用者の現況
（２）　保護者等からの意見
（３）　追加対応予定、損害賠償等の状況
九　事故の原因分析
十　再発防止に向けての今後の対応
十一　その他の特記事項
２　報告書の様式は別紙のとおりとする。ただし、本条における報告の項目が明記されていれば、別様式でも差し支えないものとする。

　

（報告対象者等）

第５条　事故報告は、事故に関係する障害福祉サービス利用者が本市援護者である場合、または市内に所在する事業所において事故が発生した場合提出するものとする。

（報告の手順）

第６条　報告書は、事故処理が済み次第、原則、電磁的方法にて遅滞なく提出すること。

一　第一報

（１）　事業者は、事故が発生した場合、速やかに家族に連絡するとともに、障害者福祉課に報告書を提出し、関係機関にも、同様の報告を行うものとする。

（２）　緊急性の高いものは、電話で報告を行い、その後速やかに報告書を提出する。

二　中間報告及び最終報告

　　　事業者は、事故処理が長期化する場合は、適宜中間報告の報告書を報告するとともに、事故処理について区切りがついた時点で、最終報告の報告書を提出する。

（市における対応）

第７条　市は報告を受けた場合は、事故に係る状況を把握するとともに、当該事業者の対応状況に応じて必要な対応を行うものとする。

２　事故対応は、本市援護者を原則とするが、必要に応じて、他の区市町村及び東京都と連携を図るものとする。

３　重大な事故のうち次の各号に掲げるものついては、東京都と情報共有するものとする。

　一　事業者の重大な過失によるもの

　二　事件性の程度が高いもの

（附則）

　　　この取扱要領は令和７年４月１日から施行する。

